
未婚率が低下した場合の女性の労働力率の  

女性全体  配偶関係別（女性）  
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（資料）2005年は総務省「労働力調査」  

15－19 20＿24 25＿29 30＿34 35＿39 40＿44 45＿49 50＿54（歳）  

〔※ご認諾莞苧詔悪気濃認諾澄認諾聖篭謂警認諾％程度 〕  
前提とした女性の年齢階級別未婚率の低下  

20～24歳   25～29歳   30～34歳   35～39歳   40～44歳   

未婚率の低下   89％→76％   58％→30％   30％→15％   17％一→11％   11％→10％   
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女子の労働力率の推移（配偶関係別に見た内訳）  
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（資料）総務省「労働力調査」15   



第1子出産前後の女性の就業状況の変化  

出産1年前  

出産半年後  

出産1年前の  

有職者  

有職 32．2％  

（資料）厚生労働省「第1回21世紀出生児縦断調査結果」（平成14年）  
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子どもの出生年別、第1子出産前後の妻の就業経歴  

100％  

固その他・不詳  

団妊娠前から無職  

□出産退職  

因就業継続（育休なし）  

j就業継続（育休利用）   

1985－89  1990－94  1995－99  2000－04  

子どもの出生年  

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「第13回出生動向基本調査（夫婦調査）」17   



女性の希望する就業形態（子どもが生まれる前～子どもが中学校に入学して以降）  

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％100％  

子どもが生まれるまでの問  

子どもが1歳になるまでの間  

子どもが3歳になるまでの間  

子どもが小学校に入学するまでの間  

子どもが小学生の間  

子どもが中学校に入学して以降  

国常勤 圏パート・アルバイト ロ育児休業 □非就業 圃不詳  

※ 今後子どもが欲しいと考えている女性に子どもの年齢による就業形態を調査  

（資料）厚生労働省「社会保障を支える世代に関する実態調査（平成16年）」より  
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④結婚・出生行動に影響を及ぼしていると  

考えられる要素の整理  
（これまでの調査・研究結果等から示唆されるもの）  
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国民の結婚や出産に関する選択に影響を及ぼしていると考えられるもの（各種調査■研究結果より）  

調査■研究名   調査一研究結果   示唆される影響   

労働政策研究・研修機構「労働政策研究  ・男性では年収が高いほど有配偶率が高い。   結婚（男性）  

報告書No．35若者就業支援の現状と課  
題」（2005）  低く、さらに「周辺フリーター」では有配偶率は無業者と同程度まで  

男   →図1年収、就労形態と有配偶率  

性 の  

査」（2004）   
就  

査までの2年間の結婚の状況を見ると、男は、「仕事あり」の8．7％（う  

業  

ち就業形態が「正規」では仙4％、「非正規」では3．3％）が、「仕事な  

し」の2．8％が結姫した。  
環  

→図2就労形態と結婚確率  

境  
出生動向基本調査（独身者調査）」   したい」又は「理想的な相手が見つかれば結婚したい」と回答した未  

（2006）   婚者の割合は、男性では、自営業・家族従業等（60．5％）、正規雇用  
者（56．3％）で多く、パートアルバイト（29．5％）は無職■家事（34．6％）の  

人よりも低い。  →図3就労形態と結婚意欲   

労働政策研究・研修機構「労働政策研究  ・女性が最初に雇用された勤務先での雇用形態と結婚・出産経験の  結婚（女性）  

報告書No．64仕事と生活の両立」   有舞との関係をみると、「1950～60年生」では正規雇用と非正規雇  出産  

女  

用の間に「未婚」・「既婚非出産」・「既婚出産」の差がほとんどない  

のに対して、「1961～75年生」では正規雇用と非正規雇用を比較す  

性  ると、「非正規雇用」の未婚率が高い。  
の  

就  
・女性が最初に雇用された勤務先の育児休業制度の有無と結婚・出  

業  

産経験の有無との関係をみると、「1950～60年生」では育児休業制  
度の有無にかかわりなく約90％が「既婚出産」であり、「1961～75年   

環  生」においても育児休業があったとする層は同じく約90％が「既婚出   

境  産」であるのに対し、「1961～75年生」で育児休業がなかったとする  

層は「未婚」が23．0％と高く、その分「既婚出産」の比率が低くなって  

いる0→図4初職勤務先の雇用形態、育児休業制度の有無と結婚・出産  20  



調査・研究名   調査・研究結果   示唆される影響   

厚生労働省「第3回21世紀成年者縦断調  ・第1回調査（2002年）から第2回調査の間に子どもが生まれておらず、  l出産  
女  第2回調査時点で妻が会社等に勤めていた夫婦で、第3回調査まで  

性  
の1年間の出生状況を見ると、利用可能な育児休業の制度がある  

の  
職場の方が、利用可能な育児休業制度のない職場より多く子どもが  

就  
生まれており、制度を利用しやすい雰囲気のある職場では、さらに  

多く子どもが生まれている。  →国5育児休業と出産確率  

業   

環  

境  ・勤務が長時間労働であれば、第1子を生むタイミングが遅れ、出産  

〔 

家計経済研究所）の 〕      確率も低下する。   

厚生労働省「第3回21世紀成年者縦断調  ・夫婦ともに子どもを欲しいと考えており、第1回調査（2002年）から第2  出産  
夫  回調査（2003年）の間に子どもが生まれていない夫婦のうち、第3回  

の  
調査までの1年間で子どもが生まれた割合は、  

労  
：夫の1日あたり仕事時間が「10時間以上」であった夫婦のうち、仕  

働  
事時間が増加した場合で22．0％、減少した場合で28．4％に子どもが生  

時  
まれている  

間  
：夫の休日の家事・育児時間が増加した場合30．4％、減少した場合  

及  
20．2％に子どもが生まれている  

び  
（いずれも第1回調査から第2回調査にかけての変化に着目して分析）   

家  
→図6 男性の労働時間、家事・育児時間の増減と出産確率  

事  

▲  
女  

た世帯では、子どもが生まれていない世帯に比べて、妻から見て夫   
日  が家事・育児を分担していると回答した割合が高い。  

→図7 男性の家事・育児分担と出産  

参           厚生労働省「第1回21世紀成年者縦断調  ・子どものいる夫婦で、妻から見て夫が家事・育児を分担していないと  出産（第2子   
加  査」（2002）   回答した世帯では、家事・育児を分担していると回答した世帯に比  以降）   

ベて、妻の子どもを持つ意欲が弱まる。  
→図8 男性の家事・育児分担と妻の出産意欲  21  



調査・研究名   調査・研究結果   示唆される影響   

真一   出産（第2子  

の 労  ・夫の育児遂行率が高いと、妻の継続就業割合が高くなる。   以降）   

働  →図9 夫の家事■育児分担と妻の出産意欲、就業継続  
時  

間       松田茂樹「男性の家事・育児参加と女性  ・夫の家事分担率が多いことが、第1子出産時における妻の継続就  （関連）  

及 び  の就業促進」経済産業研究所経済政策   業を促す効果がある。   
家   

事  

コヒ l弓 lEヨ Jし 参 加   

る。   

保  労働政策研究・研修機構「調査研究報告書  ・3～5歳児の保育所通園者割合が高い自治体に住む者ほど結婚確  結婚（女性）   

士 円  No．145年金制度の改革が就業・引退行動  率、出産確率ともに上がる。   
に及ぼす影響に関する研究Ⅱ」（2002）  

出産   

環  ・1歳児入園待機者が多い自治体ほど結婚確率は下がる。   

境  

全国私立保育園連盟「乳幼児をかかえる  ・母親についてみると、現在の子ども数が1人の場合、追加で出産す  出産（第2子  

コヒ f∃  る予定の子ども数は、育児不安が高くなるにしたがって低下する（現  以降）  

l日  
ノし  

在の子ども数2人の場合もおおむね同様の傾向がみられ卑。）。  

不  
・父母ともに、配偶者の育児の育児や子どもとの関わりに対する満足  

安  
度が高い場合には育児不安は低くなる。  

・保育園・幼稚園から母親に対するサポート度が高いほど育児不安  

は低くなる。  →図10 

社企 A  労働政策研究・研修機構「労働政策研究  ・企業の育児休業制度・勤務時間短縮等の措置の導入、家族にお  （関連）  
＝業  
のよ  報告書No．64仕事と生活の両立」   ける夫の家事・育児参加、地域での保育所利用には、第1子出産時   

達家 携 
．  

までの就業継続を高める効果がある。  

・これらの支援策は、それぞれが単独で導入されても効果はなく、相  
○   互に組み合わさることで就業継続を高める。  
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調査・研究名   調査・研究結果   示唆される影響   

教  新谷由里子「親の教育費負担意識と少子  ・予定子ども数以上の子どもを持たない理由として教育費負担感   出産（特に第2   

士 円  化」国立社会保障・人口問題研究所『「人  （「教育費がかかりすぎ、子ども一人一人に十分お金をかけてあげら  子以降）   

費  口問題研究61－3特集：少子化の新局面   れなくなるから」）をあげる者は、出生年代別に見ると若い世代ほど   
の  とその背景』（2005）   多く、予定子ども数別に見るとすべての出生年代で予定子ども数2   

人とする者のところで割合が高くなっている。   

負  〔芸子是訝る自治体調査（少子化研究会）の個表〕    担  （1970年以降生まれでは、予定子ども数が0人、1人とする者につい   
感  ても割合が高くなっている。）  

→図11教育費の負担感と出産意欲   
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図1年収、就労形態と有配偶率  

年収別配偶者のいる割合（男性）  就労形態別配偶者のいる割合（男性）  

20～24歳  25～29歳  30～34歳  20～24歳  25～29歳  30～34歳  

（注）「周辺フt」－ター」：「アルバイト」または「パート」のうち、学生でも主婦で  
もなく、かつ、年間就業日数が99日以下または過労働時間が2偶間以  
下の者  

資料‥労働政策研究瑚修機構「若者就業支援の現状と課題」（2005年）24   



図2 就労形態と結婚確率  図3 就労形態と結婚意欲  

平成14年時点の男性独身者（20～34歳）のう  
ち、その後2年間の間に結婚した割合  

就業の状況別にみた結婚意欲を持つ男性未婚  

者の割合  

「仕事あり」のうち 正規   非正規  仕事なし   仕事あり  1987   1992   1997  2002  2005  

（注）「いずれ結婚するつもり」と回答した未婚者の中で「1年以内に結婚した   

い」又は「理想的な相手が見つかれば結婚してもよい」と回答した未婚   

者の割合  

資料：国立社会保障・人口問題研究所「第13回出生動向基本  

調査（独身者調査）（2005年）  25   
資料：厚生労働省「第3回21世紀成年者縦断調査」（2004年）  




